
 

平成 21 事業年度財務諸表の公表について 

 

 

本学は、国立大学法人法等に基づき、国民その他の利害関係者に対し財政

状態や運営状況に関する説明責任を果たし、自己の状況を客観的に把握する

観点から、上場企業と同様の財務諸表（貸借対照表、損益計算書、利益の処

分（損失の処理）に関する書類、キャッシュ・フロー計算書、国立大学法人

等業務実施コスト計算書）の作成及び公表が義務付けられております。 

国立大学法人は、事業年度の終了後３月以内（最終年度については、６月

１１日まで）に財務諸表を文部科学大臣に提出することとされており、文部

科学大臣は、国立大学法人評価委員会の意見を聴いたうえで、承認を行うこ

ととされています。また、全ての国立大学法人は、財務諸表の提出にあたっ

て、監事の監査のほか、会計監査人（公認会計士）の監査を受けることが義

務付けられております。 

本学におきましても、文部科学大臣に平成 21 事業年度財務諸表を提出し、

6 月 30 日付にて承認をいただきましたので、ここに公表させていただきま

す。 

 最後になりますが、本学では、教育・研究・診療活動等の充実・発展を図

るため、自主的・自立的大学運営の実現を目指し、更なる業務運営の改善・

効率化に努めていく所存であります。今後ともご支援、ご協力を賜りますよ

うお願い申し上げます。 

 

平成 22 年７月１日 

 

国立大学法人信州大学      

理 事 三 浦 義 正  

 

 

 

 


























